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社会化のジレンマについて、日系新興国子会社 7 社の実態調査から検討した。 
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（Van Maanen and Schein，1977）。海外子会社は、組織社会化によって遠く離れた本
国親会社と調和のとれた行動が可能になる。そのため、組織社会化は海外子会社マネ


































間接コントロール効果である（Nohria and Ghoshal，1994）。第 2は、企業としての理
念が共有され、組織として統一感・帰属意識が醸成されることで、貢献意思が高まる
という動機づけ効果が指摘される（Ghoshal and Bartlett，1988；Nobel and Birkinshaw，
1998）。そして第 3 に、価値観を共有することによる親会社から子会社への（あるい
は子会社間での）知識移転が促進されるという効果が主張されている（Gupta and 










































































いう現象を捉えるうえで妥当なものであると判断している。調査は 2013 年 2 月～12
月に実施し、各法人でそれぞれ 2 時間～3 時間程度のインタビューを行い、かつ実際









表 1 分析対象企業リスト 
 企業 進出国 取扱品目 拠点設立年 調査日 調査内容 
食品関連 


































































の国際展開を目標に掲げて 2011 年 2 月に設立された企業である。同社カンボジア法
人は翌 2012 年 6 月に設立され、現地での日本品質野菜の生産・販売を手掛けている。
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ほか、総務 1 名、営業担当者 3 名、工場 2 名である。この 6－7 名が海外拠点担当の
日本人ユニットとして標準化されており、各国にこのユニットが送られる。ベトナム
法人全体の従業員は 250名で、それとは別に独立自営業主扱いとなる「レディ」が約









































































































































 社会化の効果が顕著にみられた A 社については、より事業経験が長く現地におい
て大きな成功を収めているタイ法人に対しても調査を行い、比較を試みることとした。







































表 2 マーケティング・販売活動に関する各事例・各カテゴリーの該当内容比較 









































































に実施されている企業としては、A 社カンボジア法人、A 社タイ法人、B 社カンボジ
ア法人、C 社ベトナム法人が該当すると考えられる。これら 4 社は、いずれも現地法
人にて本国親会社の理念や考え方を積極的に移転し、それを現地法人に遵守させてい
たためである。他方、相対的に社会化があまり実施されていない企業としては、残り

















表 3 社会化の実施状況と本国知識移転の関係 
 社会化の実施状況 






















































表 4 組織社会化実施状況と現地知識創発の関係 
 社会化の実施状況 



































表 5 本国知識移転と現地知識創発の関係 
 本国知識の移転 
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The dark side of foreign subsidiary socialization: 



















Organizational socialization is the learning process of its specific culture and value. Foreign 
subsidiary socialization has been considered as a useful approach in transferring home base’s 
knowledge. But it has the potential risk that socialized foreign subsidiaries are not able to 
adjust to the business environment in their countries, because home base’s culture is basically 
suitable not for foreign country environment but for home one. From 7 Japanese MNC’s 
subsidiary in emerging country, we describe the actual situation of socialization effects, and 
we theorize that phenomenon as a socialization dilemma in MNC’s foreign subsidiary. 
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